（様式第１の別紙－②：ものづくり技術　補助事業計画書）
補助事業計画書
（１）申請者の概要等
	１．申請者の概要
企　業　名：
(法人番号※)
（マイナンバー（個人番号）は記載しないでください。）
代表者の役職及び氏名：　
住　　　所：（〒　　　　　－　　　　　）
電話番号：　
FAX番号：
補助事業の実施が本社の所在地と異なる場合の実施場所（開発拠点があることが条件です）
住　　　所：（〒　　　　　－　　　　　）
事業所名：
（本社住所ではなく本欄の住所で事業を行う場合は、本欄記載の都道府県の地域事務局に事業計画書を提出してください。）
電話番号：　　
FAX番号：　
【今後の連絡先】
担当者の役職及び氏名：　
担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：　
資本金(出資金)
　　万円　
従業員
　　人　
主たる業種（日本標準産業分類、中分類）
　
創業又は設立日
Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ 年 月 日
加盟業界団体等


	※　法人の場合は、法人番号を記載してください。法人番号がない場合（個人事業主等）は「なし」と明記してください。
２．株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成　　　年　　　月　　　日現在）
主な株主又は出資者
（注）出資比率の高いものから記載し、大企業は【　】に◎を記載してください。６番目以降は「ほか○人」と記載してください。
株主名又は出資者名
所在地
大企業
出資比率(％)
①
 【　　】
　　　％
②
 【　　】
　　　％
③
 【　　】
　　　％
④
 【　　】
　　　％
⑤
 【　　】
　　　％
⑥
ほか　　　　　　　　　人
　　　％


	３．役員一覧（監査役を含む。全員を記載すること。別紙として添付することも可能です）

	役職名
氏名
フリガナ
生年月日
男女別
会社名
注.他社と兼務の場合
昭和・平成
年
月
日


	平成　　年　月～平成　　年　月
平成　　年　月～平成　　年　月
①売上高
②経常利益
③当期利益
４．経営状況表（注）直近２期分の実績を記載してください。　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	


（２）事業内容（枠に収まらない場合は、適宜広げてください。複数ページになっても結構です）
	１．事業計画名（３０字程度）

	本事業で取り組む対象分野となる業種（日本標準産業分類・中分類）


	２．事業計画の概要（１００字程度）


	３．対象類型

	下記技術との関連性（該当する項目に☑を付してください。複数選択可）
□デザイン　　　　□情報処理　　　　□精密加工　　　　□製造環境
□接合・実装　　　□立体造形　　　　□表面処理　　　　□機械制御
□複合・新機能材料　　  □材料製造プロセス　　　　□バイオ　　　　　□測定計測　

	４．事業類型（どちらか一方に☑を付してください）

	□一般型
□小規模型

	５．事業の具体的な内容


３

	年目
	４年目
	５年目

	(例)市場調査
					
	(例)追加開発
					
	(例)設備投資
					
	(例)生産
					
	(例)販売
					

	※「経過年数」とは本事業による補助事業終了後の経過年数を示します。
○事業計画（会社全体の計画を記載してください。）
直近期末
(27年3月期)
１年後
(28年3月期)
２年後
(29年3月期)
３年後
(30年3月期)
４年後
(31年3月期)
５年後
(32年3月期)
①売上高
②営業利益
③営業外費用
経常利益※１(②－③)
伸び率（％）※２
④人件費
⑤減価償却費
付加価値額(②+④+⑤)
伸び率（％）※２
⑥設備投資額※３
　※１　経常利益の算出は、営業外収益を入れません。
※２　伸び率は、直近期末を基準に計算してください。
　※３　取得等をする設備の取得価額の合計額を記入してください。
※４　創業まもなく、直近期末欄に記入ができない場合は、１年後以降の計画（見通し）額を記入してください。


（３）これまでに補助金又は委託費の交付を受けた実績説明（申請中の案件を含む）
	事業名称及び事業概要
	

	事業主体（関係省庁・独法等）
	

	実施期間
	

	補助・委託額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　万円

	テーマ名
	

	本事業との相違点及び
事業化・収益化の見込み
	


（注１）本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した特殊法人等の外郭機関を含む）による研究開発制度・事業（補助・委託額）において、申請時点から「過去５年以内に実施済」又は「現在実施中」若しくは「現在申請中」及び「今後申請予定」とされているもののうち、本事業計画と類似した事業内容（同一実施企業の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思われるもの又はその恐れがあるものについて記載してください。
（注２）複数案件がある場合は案件ごとに本表を複製して作成してください。
～申請者の皆様へ～
 (４)経費明細表、（５）資金調達内訳は、別ファイルで作成します。

→本会ホームページ掲載の
「様式１の別紙　経費明細表・資金調達内訳ほか(入力用)」
　　をご利用ください。
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